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    平成 17年 3月期   個別財務諸表の概要               平成17年5月12日 
 
    上 場 会 社 名        世紀東急工業株式会社                                  上場取引所 東 
    コ ー ド 番 号         1898                                                   本社所在都道府県 東京都 
    （ＵＲＬ  http://www.seikitokyu.co.jp/） 
    代  表  者  役職名  代表取締役社長  氏名 奥澤 靖司 

    問合せ先責任者  役職名  取締役経理部長  氏名 佐藤 俊昭     ＴＥＬ ( 03 ) 3434 - 3256 
    決算取締役会開催日 平成17 年5月12日        中間配当制度の有無             有 
    配当支払開始予定日 －             定時株主総会開催日 平成17年6 月29日 

単元株制度採用の有無   有(１単元 1,000株) 
 
 

    １．17 年3月期の業績（平成16年4月1 日～平成17 年3月31日） 
    (1)経営成績                          （注）記載金額は百万円未満を切り捨てております。 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 
17年 3月期 
16年 3月期 

68,474    △7.4 
73,942    △14.5 

1,083   △52.1 
2,262    △9.6 

223   △83.8 
1,378    △19.8 

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後 
１株当たり当期純利益  

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円     ％  円 銭  円 銭 ％ ％ ％ 

17年 3月期 
16年 3月期 

△4,096    － 
253   △43.2 

△66.73 
4.13 

－ 
－ 

△38.4 
2.0 

0.3 
1.6 

0.3 
1.9 

    (注) ①期中平均株式数   17年3月期    61,390,485株  16年3月期     61,410,687 株 

        ②会計処理の方法の変更  無 
         ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
    (2)配当状況 

1株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
(年 間) 

配当性向 株主資本 
配 当 率     

 円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 

17年 3月期 
16年 3月期 

0.00 
0.00 

0.00 
0.00 

0.00 
0.00 

0 
0 

－ 
－ 

－ 
－ 

 

    (3)財政状態 

 総 資 産      株主資本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

17年 3月期 
16年 3月期 

72,934 
80,711 

8,649 
12,712 

11.9 
15.8 

140,95 
207.04 

    (注) ①期末発行済株式数   17年3月期    61,364,425株   16年3月期     61,402,522 株 
         ②期末自己株式数     17年3月期        89,540株   16年3月期         51,443 株 
 
    ２．18 年3月期の業績予想(平成17年4 月1日～平成 18年3月31日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 
中 間 期 
通   期 

21,020 
65,920 

△1,240 
970 

△15,160 
△13,240 
 

0.00 
― 

― 
0.00 

― 
0.00 

    (参考)１株当たり予想当期純利益(通期) △215 円 76 銭 
 
    ※ 業績予想につきましては、現時点において合理的と判断する一定の前提に基づいており、様々な不確定要素が内在 
     しているため、実際の業績は予想数値と異なる可能性があります。 
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１ 個 別 財 務 諸 表 等 
 
（１）貸 借 対 照 表 
                                                 （単位：百万円） 

当 期 前 期 

（平成１７年３月３１日現在） （平成１６年３月３１日現在） 
比 較 増 減  

       期   別 

 

 科   目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

（ 資 産 の 部 ）  ％  ％  

      

流 動 資 産  ４０，１２８ ５５．０ ４３，５０９ ５３．９ △３，３８０ 

  現 金 預 金 １，４０５  １，３２５  ８０ 

  受 取 手 形 ５，６３３  ６，８１７  △ １，１８３ 

  完成工事未 収入金 ２２，８１３  ２４，４４６  △ １，６３２ 

  売 掛 金 ５，８５４  ５，９０１  △４６ 

  販 売 用 不 動 産 ９１２  ９２９  △１６ 

  未 成 工 事 支 出 金 １，６９６  ２，９６９  △ １，２７２ 

  材 料 貯 蔵 品 ２８４  ３１８  △３４ 

  短 期 貸 付 金 ６２５  ３５７  ２６７ 

  未 収 入 金 １，３０３  １，３１５  △ １１ 

  そ の 他 ３６５  ４７１  △ １０５ 

   貸 倒 引 当 金 △ ７６８  △ １，３４２  ５７４ 

      

固 定 資 産 ３２，８０６ ４５．０ ３７，２０２ ４６．１ △４，３９６ 

 有 形 固 定 資 産 １６，８０４  １８，６４５  △１，８４０ 

  建 物 ・ 構 築 物 ２，１１９  ２，４５２  △ ３３３ 

  機 械 ・ 運 搬 具 １，７３４  １，７５１  △ １６ 

  工 具 器 具 ・ 備 品 ２０６  ２５１  △ ４５ 

  土 地 １２，７３１  １４，１８９  △ １，４５８ 

  建 設 仮 勘 定 １３  －  １３ 

      

 無 形 固 定 資 産 ２０２  １７２  ３０ 

      

 投資その他の資産 １５，７９８  １８，３８４  △２，５８５ 

  投 資 有 価 証 券 ７１２  ６７０  ４２ 

  関 係 会 社 株 式 １２，９１５  １３，７６５  △ ８５０ 

  長 期 貸 付 金 ７５  ４０  ３４ 

  関係会社長期貸付金  １１９  ７，０５６  △ ６，９３７ 

  長 期 滞 留 債 権 ２０，３１８  ２０，３４５  △２７ 

  破 産 更 生 等 債 権 ３，７５５  ３，４４６  ３０９ 

  そ の 他 ９２４  １，０５２  △ １２７ 

   貸 倒 引 当 金 △ ２３，０２１  △ ２７，９９３  ４，９７１ 

資 産 合 計 ７２，９３４ １００．０ ８０，７１１ １００．０ △ ７，７７６ 
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                                                  （単位：百万円） 

当 期 前 期 

（平成１７年３月３１日現在） （平成１６年３月３１日現在） 
比 較 増 減 

       期   別 

 

 科   目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  
      

流 動 負 債  ５２，２９７ ７１．７ ５３，７８８ ６６．６ △１，４９０ 

  支 払 手 形 ８，４３２  ７，５９２  ８４０ 

  工 事 未 払 金 １２，０５９  １２，７９３  △ ７３４ 

  買 掛 金 ４，１００  ４，５６０  △ ４６０ 

  短 期 借 入 金 ２４，８４４  ２６，１３２  △ １，２８８ 

  未 払 法 人 税 等 １４７  ９３  ５４ 

  未 成 工 事 受 入 金 １，４９４  １，８８９  △ ３９５ 

  完成工事補償引当金  ３０  ３７  △ ６ 

  受注工事損失引当金  ４６  －  ４６ 

  賞 与 引 当 金 ２４７  －  ２４７ 

  営 業 外 支 払 手 形 １４６  １２４  ２１ 

  そ の 他 ７４８  ５６４  １８４ 

      

固 定 負 債  １１，９８７ １６．４ １４，２１０ １７．６ △２，２２３ 

  長 期 借 入 金 ９，４４６  １１，０７５  △１，６２９ 

  退 職 給 付 引 当 金 ２，５１７  ３，０９６  △５７９ 

  長 期 預 り 金 ２３  ３８  △ １４ 

負 債 合 計 ６４，２８４ ８８．１ ６７，９９８ ８４．２ △３，７１３ 

      

（ 資 本 の 部 ）      

      

資 本 金 １０，９７０ １５．０ １０，９７０ １３．６ － 

資 本 剰 余 金 ３６８ ０．５ ３６８ ０．５ － 

 資 本 準 備 金 ３６８  ３６８  － 

利 益 剰 余 金 △２，８５９ △３．９ １，２３６ １．５ △４，０９６ 

 当 期 未 処 分 利 益 △２，８５９  １，２３６  △４，０９６ 

その他有価証券評価差額金 １８０ ０．３ １４１ ０．２ ３８ 

自 己 株 式 △ ９ △０．０ △ ４ △０．０ △ ５ 

      

資 本 合 計 ８，６４９ １１．９ １２，７１２ １５．８ △４，０６３ 

負 債 資 本 合 計 ７２，９３４ １００．０ ８０，７１１ １００．０ △ ７，７７６ 
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（２）損 益 計 算 書 
                                                   （単位：百万円） 

当 期 前 期 

自 平成１６年４月 １日 

至 平成１７年３月３１日 

自 平成１５年４月 １日 

至 平成１６年３月３１日 

 

比較増減 

 

      期   別 

 

 

 科   目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 

 ％  ％  

     

 

 

売 上 高 （６８，４７４） （１００．０） （７３，９４２） （１００．０） （△ ５，４６８）

 完 成 工 事 高 ５２，５３０ １００．０ ５６，６９５ １００．０ △ ４，１６５ 

 製 品 等 売 上 高 １５，９４４ １００．０ １７，２４６ １００．０ △ １，３０２ 

売 上 原 価 （６３，０３５） （９２．１） （６７，１３５） （９０．８） （△ ４，１００）

 完 成 工 事 原 価 ４９，０７９ ９３．４ ５２，３４３ ９２．３ △ ３，２６４ 

 製 品 等 売 上 原 価 １３，９５５ ８７．５ １４，７９２ ８５．８ △ ８３６ 

売 上 総 利 益 （５，４３９） （７．９） （６，８０６） （９．２） （△ １，３６７）

 完 成 工 事 総 利 益 ３，４５０ ６．６ ４，３５２ ７．７ △ ９０１ 

 製品等売上総利益 １，９８９ １２．５ ２，４５４ １４．２ △ ４６５ 

販売費及び一般管理費 ４，３５６ ６．４ ４，５４４ ６．１ △ １８８ 

 営 業 利 益 １，０８３ １．６ ２，２６２ ３．１ △ １，１７９ 

営 業 外 収 益 （５８） （０．１） （６８） （０．１） （△９）

 受 取 利 息 １３  １５  △２ 

 受 取 配 当 金 １０  ８  １ 

 雑 収 入 ３５  ４４  △８ 

営 業 外 費 用 （９１８） （１．３） （９５１） （１．３） （△３３）

 支 払 利 息 ９１５  ９４６  △３１ 

 雑 支 出 ３  ５  △ ２ 

 経 常 利 益 ２２３ ０．３ １，３７８ １．９ △ １，１５５ 

特 別 利 益 （５） （０．０） （２７６） （０．４） （△２７０）

 ゴルフ会員権償還益 ５  １９  △１４ 

 投資有価証券売却益 －  ５４  △５４ 

 役員退職慰労引当金戻入益 －  １８２  △１８２ 

 そ の 他 特 別 利 益 － １９ △１９ 

特 別 損 失 （４，２８４） （６．３） （１，３４１） （１．８） （２，９４３）

 固 定 資 産 売 却 損 ９２７  ２４  ９０２ 

 固 定 資 産 除 却 損 ３４  １５  １８ 

 貸 倒 損 失 １５７  －  １５７ 

 貸倒引当金繰入額 １，０７７  １，０２５  ５２ 

 特 別 退 職 加 算 金 ５７５  １２８  ４４７ 

 ゴルフ会員権評価損 －  ９９  △ ９９ 

 子 会 社 整 理 損 １，４５５  －  １，４５５ 

 そ の 他 特 別 損 失 ５６  ４８  ８ 

  税引前当期純利益 △４，０５６ △５．９ ３１３ ０．４ △ ４，３６９ 

  法人税、住民税及び事業税 ４０ ０．１ ６０ ０．１ △ ２０ 

  当 期 純 利 益 △４，０９６ △６．０ ２５３ ０．３ △４，３４９ 

  前 期 繰 越 利 益 １，２３６  ９８３  ２５３ 

  当期未処分利益 △２，８５９  １，２３６  △４，０９６ 
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（３）利 益 処 分 案 

                                                 （単位：百万円） 
当        期 
自 平成１６年４月 １日 
至 平成１７年３月３１日  

前        期 
自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日  

 
比 較 増 減 

 

       期   別 
 
 
 科   目 金         額 金        額 金    額 
    
当期未処分利益 △２，８５９ １，２３６ △４，０９６ 
 損 失 処 理 額    
資本準備金取崩額 ３６８ － ３６８ 
次 期 繰 越 利 益 △２，４９１ １，２３６ △３，７２７ 
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［重要な会計方針 ］ 

 
   １．有価証券の評価基準及び評価方法 
       子会社株式及び関連会社株式   …   移動平均法による原価法 

       その他有価証券 
        時価のあるもの        …   決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法に 
                           より処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

        時価のないもの        …   移動平均法による原価法 
   ２．デリバティブ            …   原則として時価法 
   ３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

       未成工事支出金、販売用不動産及び開発不動産支出金  …   個別法による原価法 
       材料貯蔵品                     …   移動平均法による原価法 
   ４．固定資産の減価償却の方法 

     （１）有形固定資産         …   定率法 
                           ただし、平成10年4月１日以降の新規取得の建物（建物附属設備を除 
                           く）については定額法によっております。 

                           なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
                             建物・構築物     …   ７ ～ ５０年 
                             機械・運搬具     …   ５ ～  ７年 

     （２）無形固定資産         …   定額法 
                           なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期 
                           間（５年）に基づく定額法によっております。 

   ５．引当金の計上基準 
     （１）貸倒引当金          …   売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい 
                           ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権については、個 

                           別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
     （２）完成工事補償引当金      …   完成工事のかし担保及びアフターサービス等の支出に備えるため、当 
                           期の完成工事高に前２期の補修費の実績割合を乗じた額を引当計上し 
                           ております。 

（３）受注工事損失引当金      …   工事受注契約に係る将来の損失に備えるため、当期末における工事受
注契約に係る損失見込額を計上しております。 

     （４）賞与引当金          …   従業員の賞与支給に備えて、当期の負担すべき支給見込額を計上して 
                           おります。 
     （５）退職給付引当金        …   従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年 

                           金資産の見込額に基づき計上しております。 
                           なお、会計基準変更時差異（1,769百万円）については、15 年による 
                           按分額を費用処理しております。 

                           過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定 
                           の年数（１５年）による定額法により費用処理しております。 
                           数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の 

                           一定の年数（１０年）による定額法によりそれぞれ翌期から費用処理 
                           しております。 
   ６．収益及び費用の計上基準 

      完成工事高の計上基準       …   完成工事の計上は、工事完成基準によっております。 
   ７．リース取引の処理方法 
      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借 

      取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

   ８．ヘッジ会計の方法 

     （１）ヘッジ会計の方法    ………   繰延ヘッジ処理 
                          なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引については、特 

                          例処理を適用しております。 



 ７

 
 

     （２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

          ヘッジ手段     ………   金利スワップ 
          ヘッジ対象     ………   借入金利息 

     （３）ヘッジ方針       ………   金利変動リスクのある資産及び負債については、ヘッジ比率、識別方法、 

                          ヘッジ手段の選択肢等を社内規定化し厳格に管理しております。 
     （４）ヘッジ有効性評価の方法 ………   ヘッジ対象及びヘッジ手段については、取引開始以前、中間決算日及び 

                          決算日に個別取引毎のヘッジ効果を検証しておりますが、特例処理によ 

                          っている金利スワップについては有効性の評価を省略しております。 
   ９．その他財務諸表作成のための重要な事項 

     （１）消費税等の会計処理     …   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

     （２）連結納税制度の適用     …   連結納税制度を適用しております。 
 
 
 

［ 注 記 事 項 ］ 
 
  （ 貸 借 対 照 表 関 係 ） 
                          （当  期）      （前  期） 
  １．有形固定資産の減価償却累計額      １７，１６４百万円   １７，３９３百万円 
  ２．担保に供している資産  建物・構築物     ２７２百万円      ５３５百万円 
                土    地   ９，２００百万円   １０，６７５百万円 
  ３．保証債務額                   １０百万円       １９百万円 
 
 
  （ リ ー ス 取 引 関 係 ） 
   
  EDINETによる開示を行うため記載を省略しております。 



 ８

役員の異動（平成１７年６月２９日付） 
   
（１）代表取締役の異動  
  ①新任代表取締役候補 
代表取締役専 務 佐 伯

さ え き

 清 之
き よ し

  （現 東急建設株式会社取締役常務執行役員） 

   
（２）役員の異動 
①役付取締役の異動 
専 務 取 締 役 井 上

いのうえ

 洋 一
ひろかず

  （現 常務取締役） 

②新任取締役候補 
代表取締役専 務 佐 伯

さ え き

 清 之
き よ し

  （現 東急建設株式会社取締役常務執行役員） 

取 締 役 奥 平
おくだいら

 真誠
ま こ と

  （現 技術本部技術研究所長） 

取 締 役 安 東
あんどう

 泰
やす

志
し

  （現 フェニックス・キャピタル株式会社代表取締役ＣＥＯ） 

③新任監査役候補 
監 査 役 山 田

や ま だ

 匡 通
まさみち

  （現 東京急行電鉄株式会社常勤監査役） 

④退任予定取締役 
常 務 取 締 役 中 嶋

なかじま

 幸 治
こ う じ

   

取 締 役 落 合
おちあい

 和 雄
か ず お

   

⑤退任予定監査役 
監 査 役 宮

みや

﨑
ざき

 繁
しげ

忠
ただ

   

 
   なお、再任予定の取締役中原徹郎氏、山田豊彦氏、新任取締役候補者の安東泰志氏、退任予定取締役の落合和雄氏は社外取
締役の要件を、また、新任監査役候補者の山田匡通氏、退任予定監査役の宮﨑繁忠氏は社外監査役の要件を、それぞれ満たし
ております。 
    

以 上  
 
 
 


